
④よりわかりやすい広報活動

広報資料の改善を目的とした調査の概要

民間調査会社

①委託
（一般競争入札）

②調査

③調査結果の
集計報告書作成

認識・理解に
合わせた広報
活動の改善

国民

【概要】
財務省の政策に係る効果的な広報活動を行うために、政策及びその背景にある社会構造の変化が

国民にどの程度認知・理解されているのか、現状の広報活動の広報効果等を調査。

【調査手法】
一般競争入札（最低価格）により選定した民間調査会社に委託し、以下の調査を実施。

Web調査：インターネットにおいて、全国の18～74歳の個人10,000人に対して

財政に対する認識や財政等に関する情報源等に関するアンケートを実施

その結果に応じて、広報活動の改善を実施

財務省



調査結果

■財政に対する認識

出典：「広報資料の改善を目的とした調査（令和4年3月 ㈱サーベイリサーチセンター）」より抜粋
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(4005) 51.6 37.9 25.3 22.1 18.3 12.6 6.7 1.74
男性 (1973) 48.3 41.3 25.2 23.7 19.5 15.9 6.1 1.80
女性 (2032) 54.8 34.7 25.3 20.5 17.0 9.4 7.2 1.69
18～24歳 (454) 44.3 43.6 19.6 37.2 13.0 8.6 7.3 1.74
25～34歳 (709) 45.0 43.9 28.1 28.1 13.0 6.2 5.6 1.70
35～44歳 (719) 46.7 39.4 26.3 22.8 15.4 10.4 7.9 1.69
45～54歳 (741) 53.2 35.5 25.0 17.5 18.9 11.6 6.3 1.68
55～64歳 (623) 56.2 30.7 25.0 18.0 20.7 14.0 8.3 1.73
65～74歳 (759) 61.5 36.0 25.6 14.6 26.4 22.8 5.0 1.92
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 今般、選挙での投票機会があったことは、特
に若い世代における日本の財政への興味・
関心を増加させる要因になったと考えられる。

（参考）
・平成28年6月 選挙権年齢の引き下げ
・令和3年10月 第49回衆議院議員総選挙

 自身が「主権者」であることを自覚し、財政
への興味・関心が高まっている若い世代に対
して、一人ひとりが国の財政の在り方を考え
る重要性を認識するため、財政教育及びそ
れに使用できるコンテンツ制作の取組が効果
的であると考えられる。

 「この１年間で、日本の財政への興味・関心の度合いに変化はありましたか」との問いに、「興味・関
心が大きく増加した」「少し増加した」と答えた人（4,005人/10,000人）に対して、その理由を問う
た質問（複数回答可）への回答結果

単位：％
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(10000) 42.3 38.8 34.2 21.2 19.1 16.0 14.0 5.7 5.6 5.3 5.2 5.0 4.3 3.8 0.5 14.5 2.21
男性 (4956) 44.7 35.3 33.8 22.3 18.8 19.1 12.0 7.5 6.2 6.1 5.1 6.1 4.1 3.4 0.5 14.3 2.25
女性 (5044) 39.9 42.2 34.6 20.0 19.4 12.9 16.0 4.0 5.1 4.4 5.2 3.9 4.4 4.2 0.5 14.7 2.17
18～24歳 (1012) 30.0 23.4 20.2 11.1 21.2 27.8 20.9 8.0 5.7 7.9 5.9 11.4 9.2 5.3 0.4 19.3 2.08
25～34歳 (1549) 40.1 31.4 20.0 9.9 22.3 24.5 21.9 6.2 4.8 5.6 5.6 6.5 5.3 4.3 0.6 17.1 2.09
35～44歳 (1856) 40.4 34.2 27.2 13.1 19.2 17.8 18.3 6.5 5.1 5.8 3.6 4.6 5.4 4.1 0.5 16.4 2.06
45～54歳 (2162) 44.4 41.6 32.3 20.3 16.4 12.5 12.3 4.6 4.6 4.9 4.9 4.0 3.7 3.0 0.7 15.9 2.10
55～64歳 (1656) 46.1 46.5 42.8 27.3 18.1 11.4 8.2 5.3 6.2 3.8 5.0 3.7 2.6 3.0 0.4 11.2 2.30
65～74歳 (1765) 46.9 48.1 56.3 40.7 19.3 8.3 6.2 4.9 7.7 4.8 6.5 2.7 1.8 3.9 0.3 8.7 2.58
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調査結果

■財政等に関する情報源等

出典：「広報資料の改善を目的とした調査（令和4年3月 ㈱サーベイリサーチセンター）」より抜粋

 全体として、「インターネットで閲覧できる特集記事」への回答が多い。
 また、若い世代では特に、「動画」「イラストや漫画による解説」といったビジュアルに訴えるツールのほか、「職場・学校での

出前講座」への回答が多い。

 「日本の財政への理解を深めるために、どのようなツールであれば、利用したいと思いますか」と問うた
質問（複数回答可）への回答結果

単位：％
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